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1. はじめに 

 

社会基盤整備や地域計画の合意形成においては，

地域が内包する利害対立（コンフリクト）の構造を

当事者が共有することが重要となる．本研究では，

人々がコンフリクトに関する情報を基にコンフリク

トの構造を認知する過程に関する調査を実施し，非

協力ゲームモデルとの整合性に関する検証を行う． 

 

２．非協力ゲームモデルの構造 

 

非協力ゲームのモデルは，➀プレイヤー(コンフ

リクトの当事者)②戦略(各プレイヤーが選択可能な

行動)③利得(結果に対する評価値)の 3 要素により

構成される．また，各プレイヤーが選択する戦略の

組み合わせを戦略プロファイルと呼ぶ． 

非協力ゲームモデルを用いてコンフリクトを記

述する際，コンフリクトに対する認知の乖離は以下

の 2 種類に分類することができる． 

a) 非協力ゲームモデルの構成要素①，②，③に対

するプレイヤー間の認知の乖離 

b) プレイヤーがコンフリクトを認知するために用

いるモデルの構造と，非協力ゲームが仮定する

コンフリクトの構造の間の乖離 

a)のタイプの乖離については，不完備情報ゲーム 1)

や主観的ゲーム 2)，ハイパーゲーム 3)等による記述

が可能である．一方 b)のタイプの乖離が存在する

場合は，何らかの形で当事者がゲームのモデルを共

有するためのスキームが存在することによって，初

めて非協力ゲーム的な相互作用下での意思決定が可 
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能となる． 

b)に示したコンフリクトの構造認知に関しては，

Devetag and Warglien4)等による実験結果が存在する．

一方本研究では，与えられたゲームに対する認知に

関する調査とは異なり，人々がコンフリクトの文脈

に関する情報からその構造を認知する過程に焦点を

当てる． 

 

３. コンフリクトの構造認知に関する調査の概要 

 

本研究では人々がコンフリクトの構造を認知す

る過程を調査の対象としているため，調査の回答者

は実在のコンフリクトの当事者である必要はない．

土木系の大学生，技術者を対象に調査票を配布し，

有効回答者数は大学生 99 名，社会人 40 名となり，

合わせて 139 名であった． 

調査票では，実際に起こり得るダム建設を巡る

コンフリクトの説明資料を添付した．簡略化のため，

コンフリクトの当事者（プレイヤー）を反対派グル

ープと事業者の二者に限定する．調査における設問

は以下の通りである． 

問１（反対派グループの戦略の選択） 

あなたは反対派グループに所属しているとします．

あなたが持っていると考える選択肢を以下の項目か

ら複数選んで下さい． 

A: 座り込み等の実力行使による事業阻止を目指す． 

B: 住民投票等を通じて反対の世論を事業者に示し，

それによって要求の実現を目指す． 

C: 事業者との対話・交渉による解決を目指す． 

問２（事業者の戦略の選択） 

あなたは事業者であったとします．あなたが持っ

ていると考える選択肢を以下の項目から複数選んで

下さい． 

A: ダム建設事業を推進しつつ，反対派グループと

対話を試みる． 



B: 反対派グループの意見を聞き入れ，事業（ダム

の建設）を中止する． 

C: ダム建設事業を継続して，反対派グループとの

対話は行わない． 

問３ 

問 1,2 で答えた選択肢の中で，あなたがそれぞれ選

択すると考えられる行動を選んで下さい． 

問４（コンフリクトの結果の選択） 

予想される結果はどの様なものであるか以下から

いくつか選んで下さい． 

AA: 座り込み等の反対派グループによる実力行使

を受け，事業者はダムの建設を進めながらも，

住民団体との対話の機会を設ける． 

AB: 座り込み等の反対派グループによる実力行使

を受け，事業者はダムの建設を中止する． 

AC: 座り込み等の反対派グループによる実力行使

を受けるが，事業者はダムの建設を進める． 

BA: 反対派グループから，住民投票などを通じた

反対運動を受け，事業者はダムの建設を進め

ながらも，住民団体との対話の機会を設ける． 

BB: 反対派グループから，住民投票などを通じた

反対運動を受け，事業者はダムの建設を中止

する． 

BC: 反対派グループから，住民投票などを通じた

反対運動を受けるが，事業者はダムの建設を

進める． 

CA: 事業者は反対派グループとの交渉に応じて，

ダムの建設は進めながらも，対話集会を設け

る． 

CB: 事業者は反対派グループとの交渉に応じて，

その結果，ダムの建設を中止する． 

CC: 事業者は反対派グループとの交渉には応じず，

ダムの建設を予定通り進める． 

 

実際の調査票においては，問 4 の戦略プロファイル

と結果の対応を示す AA 等の表記は省略されており，

順序も変更されている． 

表－１は各プレイヤーの取り得る戦略と戦略の

組み合わせにより生じる結果を示したものである．

網掛部は回答者が問 1,2 で選択した各プレイヤーの

戦略が，それぞれ A,B（反対派グループ）と B,C

（事業者）であった場合の戦略プロファイルを示す． 

表－１ 戦略プロファイルと結果の関係 
問２ 事業者 

 
戦略 A 戦略 B 戦略 C 
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図－１ 戦略プロファイルと結果の選択比率 

 

この戦略プロファイルの選択と，問 4 における結果

の選択の整合性を明らかにするのが本調査の目的で

ある． 

図－１に 9 種類の戦略プロファイルと結果の選

択比率を示す．一部の結果において，両比率の間に

乖離が生じていることが分かる． 

 

４．調査結果の検証及び考察 

 

（１）戦略プロファイル選択と結果選択の不整合の

要因 

図－１に示された戦略プロファイルと結果に対

する選択の不整合の要因として，以下の可能性が考

えられる．まず，非協力ゲームで仮定されている戦

略プロファイルと結果の一対一の対応が回答者にお

いて成立していないことが考えられる．また，本調

査において問 1,2 では回答者の主観的立場からの回

答を要請し，問 4 では客観的立場から選択すること

を求めていることから，「自らが取り得る行動」と

「他者が取り得る行動」の間に乖離が生じている可

能性も存在する． 

さらに，Schelling5)が指摘しているように，人は

自らの経験に基づいてゲームの帰結を推測する能力

を有していると考えられることから，認識している



戦略プロファイルから最終的に生起し得る結果のみ

を問 4 で選択している可能性も存在する．以上まと

めると，戦略プロファイルと結果に対する選択の不

整合を引き起こし得る要因は以下の 3 種類に分類す

ることができる． 

i)   戦略プロファイル選択と結果選択の非対応 

ii)  戦略に対する主観的認知と客観的認知の非対応 

iii) 事前知識に基づいた帰結の予想 

本節では，統計的検定により，戦略プロファイ

ルと結果に対する選択の不整合の存在と，各要因の

寄与についてより詳細な検討を実施する．i)につい

て検証するためには，戦略プロファイルを選択した

回答者の内，対応する結果も同時に選択した回答者

の比率を求める必要がある．しかし，この比率が 1

に満たない場合であっても，その不整合が i)～iii)

のどの要因によるものかは明らかではない． 

そこで，戦略プロファイルを選択した回答者の

内で当該の結果も選択した回答者の比率と，戦略プ

ロファイルを選択しなかった回答者中で当該の結果

を選択した回答者の比率を比較する（検証Ⅰ）． 

iii)の事前知識に基づいた帰結の選択が行われてい

る場合であっても，戦略プロファイルと結果の選択

の間の対応が存在していれば，これらの比率の間に

有意差が生じるものと予想される． 

次に，検証Ⅱで ii)の要因の影響を検証する．こ

こで，戦略に対する主観的・客観的認知を以下のよ

うに定義する． 

定義 戦略の主観的・客観的認知 

・ 回答者が問 1 または問 2 において戦略 s を選択

した場合，回答者は s を主観的に認知している

と呼ぶ． 

・ 回答者が問 4 において，戦略 s によって引き起

こされる結果を少なくとも１つ選択した場合，

回答者は s を客観的に認知していると呼ぶ． 

検証Ⅱではこの両者の有意差の有無を明らかに

する．さらに，検証Ⅲにおいては，検証Ⅰと同様の

回答者比率の比較に当たって，戦略の客観的認知を

用いる． 

いずれの検証においても，母集団比率の相等性

の検定を使用する．2 つの母集団（母集団 1,2）の

母集団比率を 21 ,ππ とする．帰無仮説 0H と対立仮

説 1H は以下の通りである． 

表－２ 検証Ⅰの結果 

結果 AA AB AC 
Z 1.56 2.13* 0.40 
結果 BA BB BC 

Z 1.33 2.49* 1.49 
結果 CA CB CC 

Z 2.86* 1.98* 2.13*

*：5%有意（片側検定） 

 

211210 :),(: ππππ ≠== HpH         (1) 

母集団 1,2 からの大きさ 21 , nn 標本に基づく標本比

率を 21 , pp ))
とすると，次の統計量 Z が基準値 αZ

を上回れば，有意水準αで帰無仮説は棄却され，

1π と 2π には有意差が存在することになる． 
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（２）戦略プロファイル・結果選択の間の整合性

（検証Ⅰ） 
検証Ⅰにおいては，標本比率 21 , pp ))

は以下のよ

うに定義される． 
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SUM1：問 1,2 の回答から生成される各戦略プロフ

ァイルを選択した回答者数 

SUM2：問 4 において，対応する結果を選択した回

答者数 

SUM3：問 1,2 の回答から生成される戦略プロファ

イルを選択し，問 4 において対応する結果

を選択した回答者数 

N：回答者数の合計 

 

1p) は戦略プロファイルの選択者の内，対応する

結果を同時に選択した回答者の比率であり， 2p) は

戦略プロファイルを選択しなかった回答者の内，対

応する結果を選択した回答者の比率を意味する．

1p) と 2p) の差が有意であるとき，戦略プロファイル

の選択の有無が結果の選択の有無を決定しており，

個人の認識の中で戦略プロファイルと結果の選択が

関連づけられていることを意味する． 

表－２より，戦略プロファイルと結果の選択が



整合していない( 1p) と 2p) の間に有意差が存在しな

い)結果の存在が明らかとなった．今回のケースに

おいては対立が激化する結果(AC,BC 等)で多く不整

合が生じた．これは，回答者が「自ら選択した行動

(戦略)とは無関係に生起する結果が存在する」と認

知していることを意味し，戦略プロファイルと結果

の一意性を前提とするゲームモデルとは整合しない． 

 

（３）戦略に関する主観的・客観的認知の整合性

（検証Ⅱ） 
検証Ⅱにおいて，標本比率 1p) , 2p) は以下のよ

うに定義される． 
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SUM4：問 1 または問 2 において戦略 s を選択した

回答者数 

SUM5：問 1 または問 2 において戦略 s を選択し，

かつ問 4 において s によって引き起こされ

る結果を 1 つでも選択した回答者数 

SUM6：問 4 において，戦略 s によって引き起こさ

れる結果を少なくとも１つ選択した回答者

数 

 

1p) は戦略 s を主観的に認知している回答者の内，

客観的にも s を認知している回答者の比率であり，

2p) は戦略 s を主観的に認知していない回答者の内，

客観的には認知している回答者の比率を意味する．

21 pp ))
と の差が有意であるとき，戦略の有無に関す

る主観的認知と客観的認知は一致していると考えら

れる． 

表－３より，反対派グループの戦略(問 1)におい

ては戦略に対する主観的認知と客観的認知の不整合

が比較的顕著であった．また事業者の戦略において

は，事業実施を強行する選択肢（C）において有意

差が認められなかった． 

 

（４）戦略の客観的認知を用いた場合の戦略プロフ

ァイル・結果選択の間の整合性（検証Ⅲ） 

検証Ⅲにおいて，標本比率 21 , pp ))
は以下のよ

うに定義される． 
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表－３ 検証Ⅱの結果 
問 1(住民団体) 問 2(事業者) 

A B C A B C 
Z 3.04* 1.08 1.27 2.78* 2.55* 1.63

*：5%有意（片側検定） 

表－４ 検証Ⅲの結果 
結果 AA AB AC 

Z -0.21 1.79* -0.44
結果 BA BB BC 

Z 1.59 2.38* 1.43 
結果 CA CB CC 

Z 2.02* 2.00* 2.59*

*：5%有意（片側検定） 

 

SUM7：問 4 に基づく反対派の戦略 s の客観的認知

と，問 2 に基づく事業者の戦略に関する主

観的認知から生成される各戦略プロファイ

ルを選択した回答者数 

SUM8：問 2,4 から生成される戦略プロファイルを

選択し，対応する結果を同時に選択した回

答者数 

 

検証Ⅰにおいて戦略プロファイル選択と結果選

択が整合しない場合であっても，(5)式の 21 pp ))
と の

差が有意であれば，戦略の客観的認知を用いること

によりコンフリクトの構造認知は非協力ゲームに近

づくことを意味する． 

表－４を表－２と比較すると，検証Ⅲでは戦略

の有無に関する主観と客観の差を取り除いても戦略

プロファイルと結果選択の整合性は改善されていな

い．このことから，戦略プロファイルと結果に対す

る選択の不整合の要因として，４（１）に示した戦

略プロファイル選択と結果選択の非対応(i))が挙げ

られる． 
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